
地域医療構想の振り返りについて

埼玉県保健医療部保健医療政策課

議題 ４ ：新たな地域医療構想について
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地域医療構想の振り返りについて

本県における地域医療構想の取組の中心であり、地域医療構想推進会議や地域医療構想調整会議で協議を行って
きた「医療機能の分化・連携を進め、高度急性期から回復期、在宅医療等まで切れ目のない医療提供体制の整備に
ついて」、以下の視点において振り返りを行う。

1. 本県における地域医療構想の取組の概要

地域医療構想推進会議及び地域医療構想調整会議の実施経過 （第２回推進会議）

入院医療における医療需要の推計と実績値 （第２回推進会議）
在宅医療等の体制整備
医療機関対応方針における協議・検証の取組
推進区域の取組＊

地域医療構想アドバイザーの取組
圏域別フェイスシートに基づく取組の振り返り＊

＊令和８年度第４回地域医療構想推進会議にて報告

2. 医療機能の分化・連携の取組結果

3. 構想区域単位の取組

4. 振り返りのまとめ＊
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大区分 入院料・診療科 4機能区分 該当病棟数 1日当たり入院
患者数

定量基準適用時
の機能別病床数

病床稼働率
(*)

平均在棟日数
(*) 病床稼働率(*)

救命救急・ICU等 高度急性期 105病棟 914人/日 1,203床 67.8% 4.0日 地域医療構想の想定 今回の区分結果
高度急性期 109病棟 3,436人/日 4,368床 77.8% 9.7日 高度急性期 4,959人/日 75.0% 75.1%

急性期 297病棟 10,137人/日 12,927床 77.9% 11.5日 急性期 11,681人/日 78.0% 76.3%
回復期 224病棟 6,523人/日 9,251床 72.7% 17.8日 回復期 10,093人/日 90.0% 77.1%

回復期リハビリ病棟 回復期 83病棟 3,544人/日 4,034床 86.7% 58.9日 慢性期 9,807人/日 92.0% 81.6%
特殊疾患病棟・障害者施設等 慢性期 64病棟 2,464人/日 3,007床 81.9% 115.9日 不明 1,061人/日 ― 30.8%

医療療養病床 慢性期 178病棟 7,099人/日 8,770床 82.0% 189.1日 合計 37,600人/日 ― 75.0%
介護療養病床 慢性期 0病棟 0人/日 0床 - -

MFICU・NICU・GCU 高度急性期 27病棟 283人/日 451床 67.4% 15.2日 回復期の内訳 病床稼働率(*)
産科の一般病床 急性期 79病棟 1,243人/日 1,855床 72.4% 6.0日 うち回復期リハビリテーション病棟 86.7%

高度急性期 16病棟 326人/日 440床 74.4% 6.0日 うち産科・小児科を除く急性期一般病棟1、一般病棟7:1 78.0%
急性期 15病棟 245人/日 477床 51.4% 5.2日 うち産科・小児科を除くその他の一般病棟 65.7%
回復期 3病棟 27人/日 87床 32.4% 4.5日 うち産科・小児科を除く地域包括ケア病棟等 78.6%
急性期 3病棟 55人/日 70床 79.0% 21.3日 うち産科・小児科を除く有床診療所 52.2%
慢性期 16病棟 244人/日 369床 70.4% 25.5日 うち小児科の一般病棟・有床診療所 32.4%

不明 不明/休棟 86病棟 1,023人/日 2,193床 46.8% 15.8日
休棟・休床中 不明/休棟 43病棟 38人/日 971床 0.7% 10.0日

該当病棟数 1日当たり入院
患者数

定量基準適用時
の機能別病床数

病床機能報告の
機能別病床数

地域医療構想の
必要病床数

病床稼働率
(*)

平均在棟日数
(*) 4機能区分

入院料や診療実績に関する
報告がない病棟等の病床機

能報告の機能別病床数
257病棟 4,959人/日 6,462床 5,942床 5,528床 75.1% 7.7日 高度急性期 51床
394病棟 11,681人/日 15,329床 24,615床 17,954床 76.3% 10.2日 急性期 1,449床
310病棟 10,093人/日 13,372床 6,484床 16,717床 77.1% 23.6日 回復期 385床
258病棟 9,807人/日 12,146床 12,461床 14,011床 81.6% 139.3日 慢性期 308床
129病棟 1,061人/日 3,164床 971床☆ 30.8% 15.8日 休棟中・無回答 971床

1,348病棟 37,600人/日 50,473床 50,473床 54,210床 75.0% 15.6日 3,164床
※「機能区分不明」とは、入院料の届出なし・不明、様式2不提出等により判定ができないもの。 ☆…病床機能報告中、「当年7/1時点の医療機能」が「休棟・休床中」または無回答のもの
*「病床稼働率」「平均在棟日数」は、「年間新規入棟患者数と退棟患者数とが大きく乖離」「「救命救急・ICU等」以外で平均在棟日数が2日間未満」「産科以外で病床稼働率が100%超」の病棟を除いて算出。

1日当たり入院患
者数

4機能区分

高度急性期　計
急性期　計
回復期　計

周産期

小児 小児入院管理料・小児科
の一般病棟等

備考

成人の医
療等

一般病棟・
地域包括ケア病床等

区分線1・区分線2によって高度急性
期・急性期・回復期に区分

その他

令和６年度より無し

医師・看護師の配置要件等を勘案し、
入院料の種類に応じて高度急性期・
急性期・回復期に区分

緩和ケア 緩和ケア病棟
放射線治療の実施がある病棟を急性
期、ない病棟を慢性期とする

全体

慢性期　計
機能区分不明または休棟・休床中の病床（※）

4機能ごとに集計

４機能区分別の病床数について、「今回の区分
結果」「病床機能報告」「地域医療構想の必要病
床数」の３つを比較表示している。

４機能区分別の病床稼働率について、
「（国の基準による）地域医療構想にお
ける想定％」と「今回の区分結果の％」
との比較表示をしている。

回復期については、入院料や診療科の種類によって、
より細分化する形で、病床稼働率を表示している。

医療機能の分化・連携の取組結果

令和６年度病床機能報告 定量基準分析結果 【埼玉県全体】
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病床機能報告と定量基準分析による病床機能の推移

医療機能の分化・連携の取組結果
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在宅医療等の体制整備

本県において訪問診療を利用する患者数が増加しており、それに対応するための医療機関数も増加している。
医療機関数の増加ペースを考慮すると、今後も在宅医療を支える体制の整備や、地域ごとの支援体制強化が重要である。

出典：令和６年度、７年度埼玉県地域保健医療計画推進協議会資料より一部改変

出典：厚生労働省NDBデータ 在宅患者訪問診療料等から集計
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訪問歯科診療を利用する患者数は増加しており、それに対応する在宅歯科医療の提供体制も拡充されている。
今後の高齢化の進展に伴い在宅療養者の増加が見込まれるため、在宅歯科医療を担う医療機関の確保と提供体制のさらなる強化が重要である。

在宅医療等の体制整備

出典：厚生労働省NDBデータ 歯科訪問診療から集計
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出典：令和６年度、７年度埼玉県地域保健医療計画推進協議会資料より一部改変
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（参考）在宅療養支援診療所・病院の施設数

在医総管合計支援診・病合計
支援病
小計

支援
病３

支援
病２

支援
病１

支援診
小計

支援
診３

支援
診２

支援
診１構想区域

在支診病
以外

うち
機能強化型

138533721172261２９254南部

13672754114524323182南西部

３８１２８4７89１０5３2７９3７４１1東部

7０２４４6８１７４9171１６５10５5６4さいたま

1762224550324023161県央

5３１１６3163105325327242川越比企

2４9０2５6６128405４331８3西部

196７184８７４30４１2６141利根

298５2３５６92434７311５1北部

７154965103030秩父

28３9５９29867６904１3５14５８６３３７２３０19計

出典：令和７年度埼玉県在宅医療部会資料一部改変（数値はR7.11.1時点）
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医療機関対応方針における協議・検証の取組

備考方針・プラン策定までの経過

「地域医療構想の進め方につ
いて」（平成30年２月７日付
け厚生労働省医政局地域医
療計画課長通知） に基づき、
プランの変更がある場合は、
調整会議で協議・検証。

公立病院経営強化プラン
（総務省）

 令和元年９月に国のワーキンググループで再検証対象医療
機関が公表された。その後、コロナを経て、令和４年３月に国
から通知があり、令和４年度及び５年度において、地域医療
構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針の
策定や検証・見直しを行うこととされた。

 令和５年度中にすべての再検証対象公立・公的医療機関につ
いて、地域医療構想調整会議での再検証が完了し、合意に
至っている。

 プラン作成医療機関数 ３６（公立１１・公的２５）

公立病院

公的医療機関等2025プ
ラン（2022年版）

公的病院

2025年における医療機
関対応方針

 地域医療構想に係る医療機関の対応方針は、民間を含む全
ての病院・有床診療所が策定し、令和４年度から５年度まで
に、各圏域の地域医療構想調整会議で協議のうえ、合意を目
指すというもの。

 地域医療構想調整会議では、公立・公的病院はプランの説明
を、それ以外の民間医療機関は一覧表で現状と2025年の
予定を示す形で対応方針を明らかにし、協議を進めた。

 令和６年９月末現在の段階で、病床数ベースでは99.8％、医
療機関数ベースでは97.5％の対応方針の策定ついて合意
に至っている。

民間含む全ての
医療機関

※有床診療所含
む

地域医療構想に係る医療機関の対応方針は、民間医療機関を含む全ての病院・有床診療所が策定し、令和４年度から令和５年度にかけて地域医療
構想調整会議にて検証し、合意を目指してきた。医療機能転換などを目指す医療機関においては、地域医療構想調整会議にて協議・検証の実施を
継続して行った。
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新たな地域医療構想の策定に向けた各構想区域での議論が本格的になる中、協議体制の一層の充実を図るため、令和元年より
地域医療構想アドバイザーの取り組みを開始。

（１） 役割
• 都道府県の地域医療構想の進め方について助言すること。
• 地域医療構想調整会議に出席し、議論が活性化するよう助言

すること

職種役職任期氏名（敬称略）推薦団体

医師埼玉県医師会 副会長令和元年度～令和2年度湯澤 俊

埼玉県医師会 医師埼玉県医師会 副会長令和２年度～廣澤 信作

医師埼玉県医師会 常任理事令和元年度～齊藤 正身

教員埼玉医科大学医学部特任教授令和元年度～令和４年度宮山 徳司
埼玉医科大学

教員埼玉医科大学医学部特任教授令和5年度～小野寺 亘

○ アドバイザーの役割及び活動内容

（２） 活動内容
• 厚生労働省が主催するアドバイザー会議への出席（年２～３回）
• 担当都道府県の地域医療構想の達成に向けた技術的支援（適宜）
• 担当都道府県の地域医療構想調整会議への出席（適宜） 等

○ アドバイザーの構成（令和８年７月末現在まで）

○ 地域医療構想調整会議への出席・助言

地域医療構想アドバイザーの取組

令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度

２７２０２７２０２０７出席（回数）

本県における活動の具体例
• 埼玉県地域医療構想推進会議構成員として、各構想区域における議論の状況を情報提供
• 各回の埼玉県地域医療構想推進会議・調整会議の開催前に本庁事務局への技術的助言の実施
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圏域ごとの課題に対する対応状況【南西部地域】

◆ 南西部圏域の入院患者の受療動向は、流出超過となっている。当圏域は都内への流出のみならず、県内他圏域への流出が多い点が特徴。これは、南西部地域
の一部である富士見市、ふじみ野市、三芳町が川越地区と救急医療圏を同じにしており、入院患者の搬送先が自然と他圏域になることが原因の一つである。
◆ 南西部圏域の許可等病床数は必要病床数を充たしている。医療機能別に見ると、「病床機能報告」ベースでは急性期機能が過剰で、回復期機能に不足が見込ま
れている。「定量基準分析結果」によれば、高度急性期、急性期、回復期、慢性期ともに2025 年に必要とする病床を概ね確保できている。
南西部地域の病床利用率は、一般病床及び療養病床ともに県平均を大きく上回っている。
◆ 外来機能について、朝霞４市では、初期救急、在宅医療、介護認定審査にやや不足感がある。東入間地区では、初期救急、在宅医療、公衆衛生（学校医）にやや
不足感がある。
◆ 新興感染症対応に係る医療（入院、外来、在宅）及び保健所の機能連携が必要である。

◆南西部地域では病床４機能が概ね適切に配分されているとともに、高い病床利用率となっている。引き続き他圏域の病床も利用しつつ、必要に応じて高度急性
期、急性期、回復期、慢性期、在宅医療等まで、質が高く効率的な医療体制を整備する。
◆新規及び既存の医療機関に対して、地域で不足する外来医療機能の情報提供、協力依頼を行い、安全安心な医療提供体制の充実・確保を目指す。
◆新興感染症対応に係る医療連携体制の構築を目指す。

◆「定量基準分析」の結果からは、2025年の必要病床数と比較して、高度急性期病床は必要数をやや超過、急性期病床は少々不足、
回復期病床は概ね適正数、慢性期病床は少々不足、となっている。全体的に必要病床数との大きな乖離は見受けられない。。

⇒当地域では病床４機能が概ね適切に配分されているとともに、県平均を概ね上回る病床利用率となっている。
引き続き、この病床の４つの機能について、バランスの取れた状態を維持する必要がある。

◆かかりつけ医機能制度の趣旨である、今後の更なる高齢化社会へ備えた医療提供体制の充実・強化に取り組む必要がある。
◆次なる新興感染症に対応できる医療連携体制の構築に引き続き注力する必要がある。
◆令和８年熊本地震や千葉県等の水害の発生にあるとおり、災害への備えを強化する必要がある。

地域医療提供体制の推進に係る課題（2023年度（R5）に設定）

2025年に向けて圏域が目指す姿（２０２３年度（R5）に設定）

現状・残された課題



新たな地域医療構想の推進体制について

１

埼玉県保健医療部保健医療政策課

議題 ４ ：新たな地域医療構想について

資料４−２



地域医療構想調整会議 新規の参加予定者と現行の体制の比較

2

備考
標準例地域医療構想策定ガイドライン

委員として選任する者所属ガイドラインの記載参加予定者の種類

各郡市医師会長医師会☆

医療関係者

医師会

埼玉県病院団体協議会からの推薦者病院団体☆病院団体

各郡市歯科医師会長歯科医師会☆歯科医師会

各郡市薬剤師会長薬剤師会☆薬剤師会

埼玉県看護協会からの推薦者看護協会☆看護協会

急性期（高度急性期）

各機能を有する医療機関の代表
「病院団体の代表」の中に該当者がいない
機能

特
別
委
員

関係医療機関

回復期

慢性期

主要な診療所の代表者

在宅医療を行っている主要な医療機関の代表者

新規（実際には既に参画）－
市町村と同様に病床数の適正化や
医療内容の見直し等の実施 等

公立・公的病院等

埼玉県保険者協議会からの推薦者
保険者

健康保険組合
全国健康保険協会 等

保険者
国民健康保険の保険者の代表

保健部門市町村の職員

☆
病院管理者としての立場
介護保険事業の主体としての立場
住民に最も近い立場 等

市町村 新規福祉（介護）部門市町村の職員

在宅医療（または地域包括ケアシステム）担当部門市町村の職員特

新規（一部では既に参画）－☆介護老人保健施設、介護医療院 等介護関係団体

住民に最も身近である市町村の構成員
の意見や、県民コメントの実施等を通じ
て、住民の意見の反映に努める。

－住民

毎調整会議に参加－地域医療構想アドバイザー

（一部圏域で参画）消防関係者（救急）等救急医療関係者特
その他

（一部圏域で参画）精神医療

各保健所長保健所長都道府県

地域医療構想調整会議 標準例との比較 調整会議の委員は、県の定める標準例を基に各事務局保健所が選任しているため、標準例の改定について検討する必要がある。

赤字・・・新たにガイドラインに示された参加予定者 特別委員・特・・・標準例において、議事内容に応じて出席するとされているもの
☆・・・地域医療構想策定ガイドライン参考資料中、議題に参加する主な医療・介護関係者の例で地域の範囲を「構想区域」としていたもの



（参考）地域医療構想調整会議 新規の参加予定者と現行の体制の比較

3

秩父北部利根西部川越比企県央さいたま東部南西部南部団体区分

■■■■■■■■■■医師会

■■■■■■■■■■病院団体

■■■■■■■■■■歯科医師会

■■■■■■■■■■薬剤師会

■■■■■■■■■■看護協会

■■■■■■■■■■関係医療機関

■秩父市立、
小鹿野中央

■深谷赤十字、
県循呼 等

■行田総合、国
立病院機構 等

■防衛医大
埼玉医大国際
等

■埼玉医大総合、
小川赤十字 等

■北里、県がん
等

■さいたま赤十
字、さいたま市
立 等

■春日部市立、
越谷市立 等

■国立病院機構■川口市立、
済生会川口 等公立・公的病院等

□□□□■埼玉医大□□□□□大学病院本院

■■■■■■■■■■保険者

■■■■■■■■■■市町村

□□□□□■介護施設□□□□介護関係団体

精神医療
消防

訪問看護その他

１９３６３１２３３５２１２０２７２１２４委員数

※令和８年４月１日時点の情報



4

参考 「地域医療構想の策定・推進に向けた体制の整備について」（ R8.8.5付医政発0805第４号医政局長通知）
１．市町村等への研修について

医療法等の一部を改正する法律（令和７年法律第87号。以下「改正法」という。）において、地域医療構想調整会議の構成員として市町村が規定されたことを踏まえ、都道府県は、病院開設者の立場、介
護保険事業計画の作成主体としての立場及び行政の中で住民に最も近い立場などの様々な役割を有する市町村に対し、地域医療構想等に係る市町村職員向けの研修等を実施すること。研修等の機会
を通じて、市町村職員間並びに市町村職員及び都道府県職員間の情報共有や意見交換等を行い、地域における様々な立場を踏まえ、地域医療構想の策定及び推進に協力いただきたい。

また、各構想区域における地域医療構想調整会議の参加者や議長、事務局を含む関係者間の認識を共有する観点から、研修等を実施すること。研修の実施に際しては、都道府県医師会等の関係者と
十分に協議を行い、共催も含め、より実効的な開催方法について検討すること。

埼玉県地域医療構想調整会議【参考】埼玉県地域医療構想推進会議行事等

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

令和９年度

新たな地域医療構想の推進体制 スケジュール 令和８年度～令和９年度当初

1月中旬

推進会議②

推進会議③

推進会議⑤

推進会議④

ガイドライン

医療審議会

県民コメント
（１か月程度）

医療審議会

２月定例会

10月下旬

8/１９

新たな委員について説明

委員改選

推進会議①

新たな委員の選任・現行委員の改選手続き

新たな委員について説明

調整会議①

調整会議②

調整会議③

7/２２～8/７

9/１５～10/５

新たな委員追加の手続き

ガイドラインを踏まえた新体制

調整会議①

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を

踏
ま
え
た
新
体
制

委員追加

【検討中】市町村説明会



5出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料（都道府県説明会資料）



6出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料（都道府県説明会資料）



7出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料（都道府県説明会資料）



地域医療構想アドバイザーの増員について

新たな地域医療構想の策定に向けた各構想区域での議論が本格的になる中、協議体制の一層の充実を図るため、
地域医療構想アドバイザーを１名増員する。

（１） 役割
• 都道府県の地域医療構想の進め方について助言すること。
• 地域医療構想調整会議に出席し、議論が活性化するよう助言

すること

職種役職氏名（敬称略）推薦団体

医師埼玉県医師会 副会長廣澤 信作

埼玉県医師会 医師埼玉県医師会 常任理事齊藤 正身

医師埼玉県医師会 常任理事西村 直久

教員埼玉医科大学医学部特任教授小野寺 亘埼玉医科大学

○ アドバイザーの役割及び活動内容

（２） 活動内容
• 厚生労働省が主催するアドバイザー会議への出席（年２～３回）
• 担当都道府県の地域医療構想の達成に向けた技術的支援（適宜）
• 担当都道府県の地域医療構想調整会議への出席（適宜） 等

○ アドバイザーの構成

新任新任

8



構想区域について

1

埼玉県保健医療部保健医療政策課

議題 ４ ：新たな地域医療構想について

資料４－３



2

１．新たな「地域医療構想策定ガイドライン」での位置づけ等

１－１．構想区域の役割について

〇 構想区域は、地域医療構想に基づき医療提供体制の構築を進める単位であり、主に、①医療提供体制の構築のため、②必要病床数の運用のための、

２つの役割がある。

〇 ２０４０年とその先を見据え、人口規模や患者の流出入割合等のデータや、地域ごとの実情を踏まえ、区域ごとの現状と課題を認識し、適切な区域

設定や必要な区域間の連携体制の構築を行う。

① 医療提供体制の構築

〇 医療機関機能の確保や医療機関の連携・再編・集約化等の協議や取組を行う単位
〇 将来にわたり、医療資源に応じた効率的な医療提供体制が確保できるよう、特に、急性期拠点機能の確保の
観点から、緊急手術等の急性期医療の需要が一定程度発生し、こうした需要に対応する体制を合理的に確保で
きる単位として設定する必要

⇒ ２０４０年時点の人口規模として
２０万人以上を目安としながら検討

② 必要病床数の運用

⇒ 都道府県が人口規模や医療機関の配置、
患者の流出入等を踏まえて設定

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料（都道府県説明会資料）

構想区域について

〇 今後入院医療の需要が減少することも踏まえ、２０４０年に必要な病床数を確保するために設定する単位
〇 特に、病床機能別に適切な病床数が確保できるよう、地域医療構想調整会議等での議論の進行や適切な法令
上の権限行使を行うことが可能な単位として設定する必要

１－２．構想区域の見直し

〇 構想区域内の一部の市区町村について、患者の実際の受療行動が隣接する構想区域と強く結びついている場合には、当該市区町村を当該隣接区域に含める等、

構想区域を再編する案が検討される。

〇 人口２０万人未満の構想区域等、人口規模が小さい区域や医療資源が限られている区域で、隣接する構想区域に多く患者が流出しており、将来的には、当該

隣接区域と一体的に医療提供体制の確保を検討することが適切な場合については、構想区域を統合する案が検討される。



４．入院医療

（２）協議事項P.45

医療機関機能の確保

急性期拠点機能

急性期拠点機能を担う医療機関数について
人口規模が限られた構想区域であって、構想区域に係る協議を踏まえてもなお、地理的な要因等により広域化等の見直しを行わないこととした場合には、当該区

域において一定の医療の完結を見込むことが困難であると考えられる。当該区域内においては、急性期拠点機能の確保は前提とせず、隣接する区域と一体的に確保
することを検討する。この場合、当該区域内では、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関を確保することとし、当該医療機関が一部の頻度の高い疾患等を中
心に、一定程度の急性期医療を担えるよう、連携・再編・集約化の取組や医師の確保等の取組を検討する。

広域的な観点での医療提供体制の確保

構想区域内で完結できない医療への対応

人口規模の小さい構想区域等においては、医療需要の規模や医療従事者の確保状況等を踏まえると、すべての医療を当該区域内で確保することが困難な場合があ
る。こうした場合、都道府県調整会議において、構想区域間の連携や都道府県単位での提供など、地域の実情に応じた様々な医療提供体制の構築のあり方について、
検討することが必要となる。

（略）

また、島嶼など、アクセスにおける制約があり、かつ人口規模が限定的な構想区域等においては、まずは高齢者救急・地域急性期機能や専門等機能を担う医療機
関において救急搬送患者の受入や入院対応を行い、重症患者や高度な医療が必要な患者については、構想区域外の急性期拠点機能を担う医療機関へ病院救急車を含
む救急車やドクターヘリ等により転院搬送する体制の構築について検討が必要である。

①

ア

(ウ)
〇

④

イ

〇

〇

3

Ⅱ．地域医療構想の策定について （※その他「構想区域」に関する内容の抜粋）

構想区域について
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２．「地域医療構想策定ガイドライン」を踏まえた協議・検討

２－１．２０４０年に係る圏域別人口推計値

〇 将来の医療需要を考える基礎的な視点として、埼玉県における構想区域ごとの推計人口の動向について整理する。

検討対象圏域
2040年の
推計人口2）

総人口１）市町村数区域内市町村区域

―831,588825,8593川口市・蕨市・戸田市南部

―732,965738,7337
朝霞市・志木市・和光市・新座市・富士見市

ふじみ野市・三芳町
南西部

―1,107,6791,160,0097
春日部市・草加市・越谷市・八潮市・三郷市

吉川市・松伏町
東部

―1,361,6751,350,5001さいたま市さいたま

―478,864532,1185鴻巣市・上尾市・桶川市・北本市・伊奈町県央

―714,518782,57014
川越市・東松山市・坂戸市・鶴ヶ島市

毛呂山町・越生町・滑川町・嵐山町・小川町
川島町・吉見町・鳩山町・ときがわ町・東秩父村

川越比企

―689,494766,3125所沢市・飯能市・狭山市・入間市・日高市西部

―539,773633,8879
行田市・加須市・羽生市・久喜市・蓮田市

幸手市・白岡市・宮代町・杉戸町
利根

―429,578494,1917
熊谷市・本庄市・深谷市・美里町・神川町

上里町・寄居町
北部

〇66,79690,1195秩父市・横瀬町・皆野町・長瀞町・小鹿野町秩父

6,952,9307,374,29863

１）町（丁）字別人口調査 令和7年1月1日現在 結果報告 ２）出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5年3月推計）」

〇「２０４０年時点」の人口規模
として２０万人以上を目安とし
ながら検討

構想区域について
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２．「地域医療構想策定ガイドライン」を踏まえた協議・検討

２－２．秩父圏域を広域化した場合の検討

〇 人口の少ない地域においては、構想区域を広域化した場合、区域内の一部の地域で医療機関までの移動時間が自動車で一時間程度等と長く、住民の医療アクセスが課題

となる場合がある。このため、区域の見直しに当たっては、住民が必要な医療にアクセスできるかをあわせて確認することも重要である。他方、患者のアクセス等を考慮し

広域化をせず、人口の少ない地域として区域の設定を見直さない場合であっても、広域化し、連携・再編・集約化を行う場合の案も比較検討すること。

ア：現状（※現在の体制）■秩父圏域

〇拠点病院を中心に原則二次医療圏
で対応
（※秩父圏域には該当病院なし）

①がん

５
疾
病

〇医療圏の設定はないが、急性期は
救急の医療圏で対応
（※救急の医療圏＝秩父圏域）

②脳卒中

〇同上③心筋梗塞等の
心血管疾患

〇圏域の設定はなし④糖尿病

〇第二精神医療圏で対応⑤精神医療
(精神科救急）

（１） 圏域の広域化の検討 （５疾病）

ウ：広域化した場合イ：広域化しなかった場合

〇広域化後の圏域の拠点病院で対応
（北部の場合 → ①深谷赤十字病院、
西部の場合 → ②埼玉医科大学国際
医療センター／③防衛医科大学校病
院）
※ 患者の居住地域によっては、
現在よりも拠点病院までのアク
セスが遠くなる可能性あり。

〇秩父圏域には、拠点となる病院が
ないため、隣接する医療圏の拠点
病院で対応

〇現状と変更なし
（※救急の医療圏で対応）

〇現状と変更なし
（※救急の医療圏で対応）

〇現状と変更なし

〇現状と変更なし
（※第二次精神医療圏で対応）

構想区域について
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ア：現状■秩父

〇第二次救急医療圏①救急６
事
業
（※

へ
き
地
除
く
）

〇災害拠点病院・災害時連携病院
を中心に、原則二次医療圏で対
応

②災害

〇周産期母子医療センターの各担
当区域を中心に対応

③周産期

〇第二次救急医療圏を中心に対応④小児

〇第一種感染症指定医療機関は全
県で、第二種は二次医療圏で対
応

⑤感染症

〇二次医療圏で対応〇在宅
在
宅

（２） 圏域の広域化の検討 （６事業（※へき地医療除く）及び在宅医療）

２－２．秩父圏域を広域化した場合の検討（続き）

ウ：広域化した場合イ：広域化しなかった場合

〇現状と変更なし
（※第二次救急医療圏で対応）

〇現状と変更なし
（※災害拠点病院・災害時連携病院を中心に、原則二次医療圏で対応）

〇現状と変更なし
（※周産期母子医療センターの各担当区域を中心に対応）

〇現状と変更なし
（※第二次救急医療圏を中心に対応）

【第一種】 〇現状と変更なし（※指定感染症医療機関で対応）

〇広域化後の圏域内で対応【第二種】 〇秩父圏域で対応

〇現状と変更なし
（※秩父地域で対応）

〇現状と変更なし
（※秩父圏域で対応）

構想区域について



在宅医療感染症小児周産期災害救急
精神医療

(精神科救急）
糖尿病

脳卒中・心筋
梗塞等の心
血管疾患

がん

戸田・蕨
川口

南部

朝霞
川越

南西部

東部南東部

さいたまさいたま

中央県央

川越・比企
坂戸・飯能

川越比企

所沢
坂戸・飯能

西部

熊谷・深谷
東部北

利根

熊谷・深谷
児玉

北部

秩父秩父

第
1

第
1

第
２

第
1

第
２

第
２

拠
点
病
院
を
中
心
に

原
則
二
次
医
療
圏
で
対
応

医
療
圏
の
設
定
は
な
い
が
、
急
性
期
は
救
急
の
医
療
圏
で
対
応

災
害
拠
点
病
院
・災
害
時
連
携
病
院
を
中
心
に
、

原
則
二
次
医
療
圏
で
対
応

二
次
医
療
圏
で
対
応

圏
域
の
設
定
は
な
し

〇 本県の地域保健医療計画では、疾病の種類や事業の特性に応じて、広域的な区域又は各事業ごとに設定した区域において施策を実施している。

周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー
の
各
担
当
区
域
を
中
心
に
対
応

第
二
次
救
急
医
療
圏
で
対
応

第
一
種
感
染
症
指
定
医
療
機
関
は
全
県
で
、

第
二
種
は
二
次
医
療
圏
で
対
応

※

感
染
症
病
床
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構想区域について

【参考資料】地域保健医療計画 疾病・事業ごとの区域



２０４０年の必要病床数について

１

埼玉県保健医療部保健医療政策課

議題 ４ ：新たな地域医療構想について

資料４−４



2040年の必要病床数について

令和７年１０月１５日
第５回地域医療構想と医療計画等に関する検討会資料

2



2040年の必要病床数について

①2024年度のNDBデータを用いて、医療資源投入量の多寡等により、病床機能区分ごとの入院受療率を算出

②2040年の性・年齢階級別人口に乗じることで、現状投影した医療需要を推計

③地域医療構想の取組による効果等を改革モデル（※1）として反映した医療需要を算出

④病床稼働率（※2）で割り戻し、病床数に変換

必要病床数の考え方

※1 改革モデル
・ 入院受療率の低下傾向や、現行の地域医療構想の取組等の効果を反映するあため、医療機関の連携・再編・集約化等に伴う病床利用の効率化分、入院受け入れ時から
リハビリ等の提供による早期退院による効率化分、在宅医療や介護との連携による効率化分として、現行の地域医療構想における見込みと実際の医療需要との差分を反
映する。
・ 増加が見込まれる高齢者救急について、一定割合を包括期機能の病床で対応する必要性等を踏まえ、75歳以上の患者のうち４割程度の患者において、急性期医療と
して主に実施されることが想定される手術や処置が実施されていることに鑑み、急性期の75歳以上の入院患者の５割を引き続き急性期として、残り５割を包括期の需要
として見込む。
・ また、回復期リハビリテーション病棟入院料を算定する整形外科患者について、さらなる効果的・効率的な提供の推進による平均在院日数の短縮を見込む。
・ 病床稼働率について、現在の各病床機能区分ごとの病床稼働率を基本とし、さらに、今後の医療DX等の取組、入退院の円滑化や病床管理の質の向上等による効率化
分を見込む。

※2 病床稼働率

①＋②②①

79%+1%78%高度急性期

84%+1%83%急性期

89%+2%87%包括期

92.5%+0.5%92%慢性期

① 現在の病床稼働率（外れ値を除く）
② 医療DX,入退院円滑化等による効率化分

令和８年１月１６日
第９回地域医療構想と医療計画等に関する検討会資料

留意点 〇 地域での協議においては、高度急性期及び急性期の病床数を一体として取り扱う。

〇 人口推計や今後の受療率の変化を反映するため、医療計画の見直しのタイミングとあわせ、2030年と2036年で見直しを行う。
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P20  ４．医療需要の推計について

病床については、入院医療の協議の主な議題の一つとして、引き続き地域において協議を行うことが重要である。推計方法としては、これまでの推計方法を基本として、
2040年の性・年齢階級別人口について、2024年のNDBデータを用いて算出した入院受療率を乗じるとともに、NDBデータに含まれない自然分娩、労災保険、自賠責保険の患者
についても、機能区分ごとの医療需要に比例するよう按分して追加することで地域医療構想の取組がない場合の病床数を計算する。

さらに、現時点での人口規模が同じような地域であっても、人口変化の度合いや医療資源のあり方は多様であり、地域特有の課題がある。そうした課題も踏まえて、地域
ごとにデータを踏まえながら個別に課題を整理していく必要がある。

その後、地域医療構想の取組による効果等（改革モデル）を反映させ、必要病床数を算出する。具体的には、
・ 入院受療率の低下傾向やこれまでの地域医療構想の取組等による効果を反映させるため、医療機関の連携・再編・集約化等に伴う病床利用の効率化分、入院の受入時か

らリハビリ等を提供し早期退院による効率化分、在宅医療や介護との連携による効率化分として、現在の地域医療構想における見込みと実際の医療需要との差分を反映さ
せる。

・ 令和７年度補正予算において、病床数適正化緊急支援事業として、令和８年度末までに病床数の適正化に対する支援を行うこととしている。本事業については、新たな
地域医療構想の取組開始前に病床数の適正化に取り組むことを目的としており、この事業趣旨を踏まえると、必要病床数の推計に当たっては、病床が削減されることを前
提として検討することが必要である。このため、当該事業において削減が見込まれる病床について、病床利用率を乗じて入院患者数に換算し、NDBデータから算出される
医療需要のデータから、これらを控除した場合の減少率を算出し、「１－減少率」を性・年齢階級別の入院患者数に乗じることで反映する。

・ 75歳以上の患者のうち４割程度の患者において、急性期医療として主に実施されることが想定される手術や処置が実施されていることや、そういった治療は行わないも
のの引き続き急性期入院医療として実施される患者が存在することに鑑み、これまで急性期と区分してきた75歳以上の患者のうち５割を引き続き急性期の需要として見込
み、残りの５割の患者を包括期の需要として見込む。

・ 回復期リハビリテーション入院料を算定している整形外科疾患の患者について、入院後からの速やかなリハビリテーションの提供や、入院での集中的なリハビリテー
ションを要さない状態となった後に速やかに外来・在宅等でも切れ目なく必要なリハビリテーションを提供する体制を構築し、さらなる効果的・効率的な提供の推進によ
る平均在院日数の短縮を進めることを見込む。

・ 必要病床数の算出にあたり用いる値（以下「算出に用いる病床稼働率」という。）については、これまでの地域医療構想においては、高度急性期75％、急性期78％、回
復期90％、慢性期92％としてきたところ、実際の病床稼働率としては、急性期78％といった数字では医療機関の経営は成り立たないことや、新興感染症等に対応できるよ
う、一定の余裕が必要であることが指摘されている。

・ 医療需要が変化している中で、低下している現在の病床利用率をそのまま算出に用いる病床稼働率として用いて必要病床数を算出することは、実際よりも過大に病床数
が推計されるおそれがある。このため、現在の各機能区分の病床稼働率を基本として、効率的な病床の運用により病床稼働を高める取組に資するよう、現在の病床利用率
のうち、低い外れ値を除いた上で中央値により算出した、高度急性期78％、急性期83％、包括期87％、慢性期92％を算出に用いる病床稼働率とする。

・ さらに、今後の医療ＤＸ等の取組を進め、特に高齢者救急への対応が期待される包括期の病床を中心として、急性期や慢性期においても入退院の円滑化や病床管理の質
の向上等による効率化の取組や病床数の適正化を進める必要がある。このため、必要病床数の算出にあたり用いる病床稼働率について、高度急性期・急性期＋１％、包括
期＋２％、慢性期＋0.5％をそれぞれ加算することで、これらの取組による効率化分を見込むこととする。

・ この数値は、必要病床数の算定のために用いるものであり、医療機関が目指すべき数値ではないことに留意する必要がある。

〇

〇
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Ⅰ．地域医療構想の考え方

【参考】新ガイドラインにおける「必要病床数」に関する内容（抜粋）

2040年の必要病床数について



P20  ４．医療需要の推計について（つづき）

このほか、必要病床数については、人口推計や今後の受療率の変化を反映するため、医療計画の見直しのタイミングにあわせ、2030年、2036年に、都道府県ごとの取組状
況等を踏まえて見直しを行う。その際、国においても、病床数の適正化を含めた医療提供の効率化の取組の進展その他の医療を取り巻く環境の変化を踏まえ、必要に応じて、
必要病床数の見直しについて検討を行うこととする。

高度急性期及び急性期については、急性期一般入院料を算定している病棟のうち高度急性期として報告されている割合について、都道府県ごとに差があることや、医療機
関内で同じ入院料を届け出ている場合、高度急性期と急性期を区別して報告することが難しいといった指摘もある。こうしたことを踏まえ、高度急性期及び急性期について、
医療需要の推計や病床機能の報告に当たってはこれまでどおり、高度急性期及び急性期のそれぞれを報告することとするが、地域での協議においては、高度急性期及び急性
期の病床数を一体として取り扱う。

〇

〇
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Ⅰ．地域医療構想の考え方

【参考】新ガイドラインにおける「必要病床数」に関する内容（抜粋）

2040年の必要病床数について

３．構想区域

（２）協議事項
③必要病床の算出

P.38
p.41

構想区域を設定した後、区域ごとに必要病床数の算出を行う。
（式のイメージ）

必要病床数 ＝［当該構想区域に所在する医療機関に入院する患者の2040年の性・年齢階級別の入院受療率 × 当該構想区域の2040年の性・年齢階級別推計人口］
の総和を（病床稼働率）で除したもの

なお、必要病床数は、構想区域に所在する医療機関に入院する患者数をもとに入院受療率を算出しているものである。一方、国から提供するデータを用いて、各
構想区域に居住している患者が他の構想区域に所在する医療機関に流出している数や、構想区域に所在する医療機関に他の構想区域に居住する患者が流入している
数等を踏まえた必要病床数を算出することも可能であり、各構想区域の実情に応じた算出を行うことは差し支えない。ただし、こうした場合においても、患者の流
出入のいずれかの数字のみを考慮して必要病床数を算出するのではなく、都道府県をまたぐ場合も含めて、流出先又は流入先となる構想区域と連携し、流出入の両
方の数字を加味して算出することとする。

構想区域の見直しを行った場合は、2026年度から2028年度までの間においては、都道府県からの求めに応じて、見直し後の区域の将来推計人口等を踏まえたデー
タの提供を行う予定である。このほか、簡易的に、区域の見直し前に算出した必要病床数に対して、人口比率等に応じて按分する等の手法も考えられる。

〇

〇

〇

Ⅱ．地域医療構想の策定について



2040年の必要病床数について

１ 県の全体像（医療圏別）

①ー④
整備可能病床数

④
現在の許可等病床数

①ー③
2040年-2025年

③
2025年必要病床数

①ー②
改革モデル反映分

②
現状投影

①
改革モデル反映後

圏域

▲207４,898▲3345,025▲1,0085,6994,691南部

513４,７534894,777▲1,0276,2935,266南西部

▲1,195８,620▲1,5108,935▲1,5999,0247,425東部

681７,063807,664▲1,4609,2047,744さいたま

▲2173,430▲3213,534▲ 6673,8803,213県央

▲360７,435▲5777,652▲1,4048,4797,075川越比企

65７,959737,951▲1,6179,6418,024西部

▲2０1４,６７0▲1614,630▲ 8815,3504,469利根

▲128３,９033333,442▲ 7514,5263,775北部

▲201７54▲47600▲ 116669553秩父

▲1,２５053,４８5▲1,97554,210▲10,53062,76552,235全県
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2040年の必要病床数について

１ 県の全体像（病床機能別）

① - ④④※2
R6定量基準分析

① - ③
2040年-2025年

③※1
2025必要病床数

① - ②
改革モデル反映分

②
現状投影

①
改革モデル反映後

機能区分

3896,5391,4005,528▲7027,6306,928高度急性期

▲4,50516,947▲5,51217,954▲8,85421,29612,442急性期

4,53914,3492,17116,7171,46117,42718,888包括期

1,72312,254▲3414,011▲2,43516,41213,977慢性期

▲693５２，９２８▲1,97554,210▲10,53062,76552,235合計

※1 包括期欄には、回復期の病床数を記載

※2 包括期欄には、回復期の病床数を記載。合計の病床数は、休棟・未報告等2,689床を含む 7



2040年の必要病床数について

２ 医療圏別
① - ③

2040年-
2025年

③※
2025

必要病床数

① - ②
改革モデル

反映分

②
現状投影

①
改革モデル

反映後
機能区分

圏
域

77609▲74760686高度急性期

南
部

▲6401,922▲8452,1271,282急性期

2941,623571,8601,917包括期

▲65871▲146952806慢性期

▲3345,025▲1,0085,6994,691合計

327425▲76828752高度急性期

南
西
部

▲3551,685▲9662,2961,330急性期

5091,3562451,6201,865包括期

81,311▲2301,5491,319慢性期

4894,777▲1,0276,2935,266合計

67831▲99997898高度急性期

東
部

▲1,0152,783▲1,2312,9991,768急性期

1002,734742,7602,834包括期

▲6622,587▲3432,2681,925慢性期

▲1,5108,935▲1,5999,0247,425合計

① - ③
2040年-
2025年

③※
2025

必要病床数

① - ②
改革モデル

反映分

②
現状投影

①
改革モデル

反映後
機能区分

圏
域

4481,039▲1201,6071,487高度急性期

さ
い
た
ま

▲5902,770▲1,4493,6292,180急性期

2572,3013752,1832,558包括期

▲351,554▲2661,7851,519慢性期

807,664▲1,4609,2047,744合計

104344-54502448高度急性期

県
央

▲4291,273-5631,407844急性期

11,120931,0281,121包括期

3797-143943800慢性期

▲3213,534▲6673,8803,213合計

33802▲82917835高度急性期

川
越
比
企

▲8412,260▲9652,3841,419急性期

▲2012,518542,2632,317包括期

4322,072▲4112,9152,504慢性期

▲5777,652▲1,4048,4797,075合計

※ 2025年必要病床数の包括期欄には、回復期の病床数を記載 8



2040年の必要病床数について

① - ③
2040年-
2025年

③※
2025

必要病床数

① - ②
改革モデル

反映分

②
現状投影

①
改革モデル

反映後
機能区分

圏
域

167694▲93954861高度急性期

西
部

▲5852,249▲1,2542,9181,664急性期

3812,3702252,5262,751包括期

1102,638▲4953,2432,748慢性期

737,951▲1,6179,6418,024合計

117426▲55598543高度急性期

利
根

▲5151,580▲8851,9501,065急性期

3861,4482321,6021,834包括期

▲1491,176▲1731,2001,027慢性期

▲1614,630▲8815,3504,469合計

① - ③
2040年-
2025年

③※
2025

必要病床数

① - ②
改革モデル

反映分

②
現状投影

①
改革モデル

反映後
機能区分

圏
域

58327▲45430385高度急性期

北
部

▲4521,258▲6191,425806急性期

4051,0661011,3701,471包括期

322791▲1881,3011,113慢性期

3333,442▲7514,5263,775合計

231▲43733高度急性期

秩
父

▲90174▲7716184急性期

391815215220包括期

2214▲40256216慢性期

▲47600▲116669553合計

※ 2025年必要病床数の包括期欄には、回復期の病床数を記載

9

２ 医療圏別



2040年の必要病床数について

３ 国の必要病床数

10



医療機関機能について

埼玉県保健医療部保健医療政策課

議題 ４ ：新たな地域医療構想について

1

資料４－５



医療機関機能について

１ 医療機関機能の概要

ガイドラインの
記載事項を
次頁以降に掲載

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料（厚生労働省）
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１ 医療機関機能の概要 ① 高齢者救急・地域急性期機能

ガイドラインの主な記載

• 高齢者をはじめとした救急搬送を受け入れるとともに、必要に応じて専門病院や施設等と協力･連携しながら、入院早期からのリハビ
リテーション･退院調整等を行い、早期の退院につなげ、退院後のリハビリテーション等の提供を確保するものである。

• 救急の受入に当たっては、特定の施設からの受入に限定せず、高齢者救急等の二次救急や受入後の早期からの医療やリハビリテー
ションの提供、早期退院に向けた取組、介護施設の協力医療機関として、介護施設と連携を行う等が求められる。

• 人口の少ない地域等では、急性期拠点機能を担うような医療機関が二次救急の役割を担う地域も存在すると考えられるが、地域内
のアクセスや地域全体の医療需要の観点を踏まえると、基本的に、急性期拠点機能を担う医療機関や高齢者救急・地域急性期機能を
担う医療機関が連携して受入体制を確保することとなる。そうした場合であっても、手術等の医療資源を要する急性期医療を安定的
に提供していくためには、地域の個別の実情、地域全体の医師の数や働き方の状況等を踏まえ、急性期拠点機能を担う医療機関に集
約しつつ、それ以外の救急搬送については、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関が主に受け入れるなどの役割分担について
協議することが重要となる。

• 高齢者救急・地域急性期機能と急性期拠点機能については、医療資源を多く要する医療や高齢者救急の役割分担を明確化するため
のものであり、両機能を一つの医療機関が報告することはしない。

医療機関機能について
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１ 医療機関機能の概要 ② 急性期拠点機能

4

ガイドラインの主な記載

• 地域での持続可能な医療従事者の働き方や医療の質の確保に資するよう、手術や救急医療等の医療資源を多く要する症例を集約化した医療提供を行うものであ
る。

• 救急医療の提供や、手術等の医療資源を多く要する医療について、幅広く総合的に提供することが求められる。提供する医療の内容については、緊急性及び頻度の
高い疾患を基本としながら、地域の医療資源や医療需要を踏まえて検討し、不足する医療サービスについては、大学病院本院や他の構想区域の急性期拠点機能を
有する医療機関等との連携体制を構築することが必要である。

• 急性期拠点機能を担う医療機関に、地域において相対的に多くの医療資源や急性期に係る症例が集約化されることとなるため、急性期拠点機能を担う医療機関は、
単に手術の実施や救急医療の提供を行うだけでなく、例えば、災害医療への対応、新興感染症への対応、医育（臨床研修・専門研修）、地域の医療機関への人的協力、
地域における必要な病床の確保のための積極的な役割など、各地域において政策的に必要な医療等も含め、地域において求められる医療を提供する必要がある。

• また、診療実績だけに着目した場合に、急性期拠点機能を担うことが想定される医療機関であっても、当該医療機関の建物が老朽化している場合や経営状況が悪
い場合もある。2040年やその先を見据え、当該医療機関の経営状況が悪く、医療提供体制全体に係る費用が大きくなることが見込まれる場合や、当該医療機関以
外に、急性期に係る診療実績は相対的に低いものの、建物の建替が当面必要ない病院が存在する場合には、その他の医療機関が急性期拠点機能を担うことも考え
られる。

• このため、急性期拠点機能については、診療実績やその他の関連データも踏まえ、診療実績データを基本としつつも、政策医療の実施状況や経営状況、建物の状況
等も含め、総合的に地域で協議することが重要である。

• 今後は、人口構造や医療資源に応じて効率的な急性期医療の提供体制を構築することが求められていく。こうした中、二次医療圏内で２日に１日以上緊急手術が発
生する医療圏は人口30万人以上が多いことや、人口20万人未満の医療圏には時間外緊急手術が圏域内でほとんど実施されていない医療圏が一定数存在するこ
と等を踏まえ、一定以上の緊急手術の需要が生じる単位で急性期拠点機能を一つ確保することが必要である。このため、急性期拠点機能は、人口の少ない地域にお
いては、一つ確保・維持することとし、地方都市型の地域や大都市型の地域において、人口20万人から30万人の単位で一つ確保することを基本的な考え方として
確保する。

• また、人口の少ない構想区域においても、手術件数等や他区域からの流入が多い場合に二つ確保することや、人口が30万人を超える場合であっても他区域への流
出が多く、手術件数等の症例数が少ない場合には一つ確保することを目安とする。

• なお、急性期拠点機能を確保する数が増加し、医師等の医療資源や急性期に係る症例数が分散されると、医療従事者の働き方に不均等や非効率が生じ、結果として、
必要な24時間の救急医療提供や緊急手術等への対応体制の維持が地域全体として困難になること、医育や医療の質の確保に必要な症例数が集積されなくなり、
医師の偏在傾向が悪化すること等、医療提供体制の持続可能性が懸念されることを踏まえ、地域で協議することが求められる。

医療機関機能について
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〇 2040年の人口推計をもとに、人口20万人から30万人程度につき
一か所程度を目安に確保する。

急性期拠点機能
医療機関数

人口30万人
あたり

人口２０万人
あたり

2040年
総人口１）

構想区域

2.84.2831,588南部

2.43.7732,965南西部

3.75.51,107,679東部

4.56.81,361,675さいたま

1.62.4478,864県央

2.43.6714,518川越比企

2.33.4689,494西部

1.82.7539,773利根

1.42.1429,578北部

0.20.366,796秩父

23.234.86,952,930全県

1)国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5年3月推計）」

医療機関機能について

（参考）急性期拠点機能を担う医療機関数について

医療機関の決定に当たっては、医療機関機能報告・病床機

能報告等のデータを活用し、下記データを考慮しながら協

議を行う。

• 各医療機関の全身麻酔手術件数・緊急手術件数（必要に

応じて診療科別件数等）

• 救急搬送受入件数（必要に応じて年齢区分別件数、経路区分

別件数）等の急性期医療に係る診療実績

• 医師をはじめとする医療従事者の確保の見込み

• 医療機器の整備状況等の施設の整備状況

• 建物の築年数

• 各種補助金や繰入金の活用状況等

ガイドラインの記載（一部改）
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全身麻酔
手術件数

救急車
受入件数

医療機関

3,985 9,835 Ａ

5,555 9,071 Ｂ

7,8579,015 Ｃ

6,687 8,792 Ｄ

6,725 8,304 Ｅ

4,025 8,286 Ｆ

1,778 7,455 Ｇ

5,350 7,055 Ｈ

2,556 6,889 Ⅰ

3,639 6,680 Ｊ

6,106 6,633 Ｋ

8,961 6,521 Ｌ

1,581 6,424 Ｍ

2,252 6,188 Ｎ

1,520 6,134 Ｏ

※救急車受入件数順（降順）

○ 例えば、県内医療機関のうち、救急車受け入れ件数が年間で2,000件以上 かつ、

全身麻酔の手術件数が年間で1,200件以上 の医療機関は、全45件

全身麻酔
手術件数

救急車
受入件数

医療機関

3,115 6,002 Ｐ

1,393 5,992 Ｑ

1,421 5,564 Ｒ

8,298 5,157 Ｓ

2,673 4,952 Ｔ

1,905 4,884 Ｕ

2,002 4,787 Ⅴ

2,347 4,716 Ｗ

7,532 4,650 Ⅹ

6,204 4,617 Ｙ

2,189 4,462 Ｚ

2,225 4,376 ａ

2,671 4,270 ｂ

3,224 4,250 ｃ

2,333 4,228 ｄ

全身麻酔
手術件数

救急車
受入件数

医療機関

2,059 3,982 ｅ

2,157 3,911 ｆ

1,605 3,776 ｇ

1,638 3,727 ｈ

1,249 3,573 ｉ

2,278 3,095 ｊ

1,307 2,918 ｋ

4,798 2,900 ｌ

4,193 2,511 ｍ

1,293 2,373 ｎ

1,413 2,352 ｏ

2,182 2,140 ｐ

1,457 2,125 ｑ

1,450 2,081 ｒ

1,860 2,033 ｓ

出典：令和７年度病床機能報告

医療機関機能について

（参考）急性期医療を担う医療機関の例（県全体）
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１ 医療機関機能の概要 ③ 在宅医療等連携機能

ガイドラインの主な記載

• 地域での在宅医療の実施、他の医療機関や介護施設、訪問看護、訪問介護等と連携した24時間の対応や入院対応を行うものであ
る。

• 人口の少ない構想区域や、局所的に在宅医療を提供する医療機関等が少ない場合等において、地域の医療資源に応じながら、在
宅医療を提供すること、また、診療所による在宅医療の実施等が多い場合に入院対応等の後方支援や、介護施設と連携して協力
医療機関になること等、地域の医療資源に応じた在宅医療を支える役割が求められる。

• 特に、在宅医療を提供する場合においては、在宅医療に係る生産性向上に資する取組等を通じて効率的な在宅医療の提供体制を
構築できるよう、往診、D to P with N を含むオンライン診療や、在宅療養患者のバイタル等の遠隔モニタリング等を積極的に
活用することが求められる。

• 在宅医療の提供を行う、あるいは主として在宅医療の後方支援を担う等、地域ごとに求められる役割を検討した上で、そうした
役割を担う医療機関が在宅医療等連携機能を報告する。

• 地域の医療資源や医療需要等の実情を踏まえ、高齢者救急・地域急性期機能や急性期拠点機能を担う医療機関が、在宅医療や在
宅医療の後方支援についても担う場合、複数の医療機関機能を報告することは差し支えない。

医療機関機能について
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１ 医療機関機能の概要 ④ 専門等機能

ガイドラインの主な記載

• 高齢者救急・地域急性期機能、急性期拠点機能、在宅医療等連携機能にあてはまらないが、集中的なリハビリテーション、中長
期にわたる入院医療機能、有床診療所が担う地域に根ざした診療機能、一部の診療科に特化し地域ニーズに応じた診療を行うも
のである。

• 集中的なリハビリテーションを提供する医療機関としては、入院時におけるリハビリテーションに加え、地域の外来医療や在宅
医療においてリハビリテーションを必要とする患者に対してリハビリテーションを提供することが期待される。

• 中長期にわたる入院医療を担う医療機関としては、今後増加する在宅医療等の慢性期の医療需要が増加する中で、長期にわたり
入院医療を必要とするマルチモビディティ（多疾病併存状態）の患者に対する医療の提供が期待される。

• 有床診療所においては、基本的に専門等機能を選択するが、地域において在宅医療の積極的な提供や高齢者救急の受入を担って
いる場合等については、有床診療所における在宅医療等連携機能や高齢者救急・地域急性期機能として医療機関機能を報告する。

• 一部の診療科に特化した診療を行う医療機関については、専門等機能を報告することが基本となる。

• 大腿骨近位部骨折等の今後増加する整形外科領域に対して、夜間の救急対応も含めて地域において効率的に機能している医療機
関もある一方で、地域において、減少傾向にある脳血管疾患患者等に対する手術の需要がさらに減少することや、麻酔科医や外
科医等の確保が更に困難となることが見込まれる中で、地域としてそうした医師等を確保し、効率的な医療提供を行うためには、
地域内で手術等の集約化が必要であることも想定される。

医療機関機能について
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１ 医療機関機能の概要 ⑤ 医育及び広域診療機能

9

ガイドラインの主な記載

• 大学病院本院が担うものであり、広域な観点で担う常勤医師や代診医の派遣、医師の卒前･卒後教育をはじめとした医療従事者の育成、
広域な観点が求められる診療を総合的に担い、また、これらの機能が地域全体で確保されるよう都道府県と必要な連携を行うものである。

• 今後、人材の確保がますます困難となるほか、症例数の減少が見込まれる中、地域の医療提供体制を持続可能なものとする観点に加え、
医師の育成の観点からも、人的協力について、都道府県と大学病院本院で密な連携が必要となる。

• 具体的には、大学病院本院は、都道府県に対し、医局に属する医師数等の情報を共有し、都道府県は、地域医療構想を踏まえながら、地
域で特に医師の派遣が必要な病院を調整し、都道府県内全体の状況や地域枠の医師の勤務状況等の情報を整理した上で、大学病院本院に
共有し、大学病院本院と都道府県間で医師の派遣先を調整することが考えられる。その中で、都道府県単位で、特に、大学病院本院から
急性期拠点機能を担う医療機関に対する医師派遣を中心とした、地域医療構想全体を踏まえた人的協力のあり方について協議を行うこと
が重要である。

• 急性期拠点機能を担う医療機関に対して外科医や麻酔科医等の人的協力を大学病院本院が行う場合には、地域ごとの医療機関の連携・再
編・集約化の取組に沿った人的協力が行われることが求められる。なお、地域枠の医師について、これまでは都道府県職員として就業契
約を締結した上で、地域の自治体立病院において勤務するといった取組が見られている。今後は、民間病院も含め、地域医療構想に沿っ
た人的協力や地域枠の医師の派遣が可能となるよう取組を進める必要がある。

• 広域的な観点での診療については、小児がんや移植医療など、症例数が少ない医療の提供について、都道府県単位又はより広域な単位で
連携して医療の提供を将来にわたって維持できるようにすること、医育については、これらの地域で多様な症例に対応する人材を育成す
る体制が構築できるようにすること等が求められる。

• また、大学病院本院についても、他の医療機関と同様に、地域全体に係る医療提供体制の構築・維持や連携・再編・集約化の取組への協
力の観点を踏まえて、病床数の適正化（ダウンサイズ）や提供する医療内容の見直し等の取組を進めることが重要である。

• なお、大学病院本院は、地域ごとに確保する医療機関機能ではなく、医育及び広域診療機能のみを報告するものとする。

医療機関機能について
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２ 医療機関機能報告の概要

医療機関機能について

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料（厚生労働省）
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２ 医療機関機能報告の概要

医療機関機能について

出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料（厚生労働省）
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医療機関機能について

【参考】病床機能報告 出典：地域医療構想策定ガイドライン参考資料（厚生労働省）
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３ 今後のスケジュール（予定）

３月末（遅れる場合あり）１２月～１０月～１１月９月下旬

医療機関機能報告 データ提供

〇 医療機関機能報告は従来の病床機能報告・外来機能報告と一体的に実施される。

報告 未報告医療機関へ催告周知

〇 医療機関機能報告の最終データが国から提供されるのは、早くても令和９年３月末の見込み。

早期から医療機関機能の協議を推進していくため、本県独自のアンケート調査を実施し、今後の方向性を把握する。

〇 急性期拠点機能及び高齢者救急・地域急性期機能の確保に係る協議の進め方（ガイドラインの記載内容）

構想区域の設定
急性期拠点機能を担う
医療機関の数の設定

各医療機関機能を担う
医療機関の設定

地域において担うべき
役割や医療機関間の
役割分担に係る協議

まずは、急性期拠点機能を担う医療機関数を決定し、その後各医療機関機能を担う医療機関を決定する。

国 医療機関 県 国

医療機関機能について
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４ 医療機関機能に関する本県独自のアンケート調査の実施について

医療機関機能に関するアンケート調査調査目的

県内の令和８年度医療機関機能報告対象病院（296施設）調査対象

③（①と②が異なる場合）今後の具
体的な対応予定（人員配置や病床転
換、建替えの予定等）

②2040年において担う医療機関機能①現時点で担っていると考える医療
機関機能

調査項目

⑥ ⑤のうち、高齢者（65歳以上）
の件数

⑤救急車受け入れ件数
（※R7.4～R8.3の合計）

④標榜診療科

⑨急性期総合体制加算（※１～５）、
地域医療体制確保加算２、外科医療
確保特別加算の届出の有無（または
予定）

⑧急性期病院Ａ一般入院料、急性期
病院Ｂ一般入院料の届出の有無（ま
たは予定）

⑦全身麻酔の手術件数
（※R7.4～R8.3の合計）

⑫自由記載⑪専門等機能の分類
• 集中的なリハビリテーションを提供する医療

機関
• 中長期にわたる入院医療を担う医療機関
• 一部の診療科に特化した診療を行う医療機関
• その他

⑩在宅患者訪問診療料の総算定回数

令和８年９月１日～９月３０日調査期間

Microsoft Forms調査方法

医療機関機能について
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基本事項 標榜診療科

現時点で担っていると考える医療機関機能

2040年において担う医療機関機能

【現時点と2040年で異なる場合】
• 今後の具体的な対応予定（人員配置

や病床転換、建て替えの予定等）

高齢者救急・地域急性期機能 急性期拠点機能 在宅医療等連携機能 専門等機能 医育及び広域診療機能

アンケート調査項目の全体像

• 救急車の受入件数

• 高齢者（65歳以上）の救急車受入件数

• 全身麻酔の手術件数

• 「急性期病院Ａ/Ｂ一般入院料」の届出の有無

• 「急性期総合体制加算」の届出の有無

【予定している場合】その種類と予定時期

• 「地域医療体制確保加算２」の届出の有無

【予定している場合】その予定時期

• 「外科医療確保特別加算」の届出の有無

【予定している場合】その予定時期

• 在宅患者訪問診療料の総算定回数

• 専門等機能の分類に近いものを選択

 集中的なリハビリテーションを提供する医療機関

 中長期にわたる入院医療を担う医療機関

 一部の診療科に特化した診療を行う医療機関

 その他

回答終了

※複数の医療機関機能の選択の可否については、次ページを参照

20

21～22

8

1～4

9～19

5

6

7

左上の番号：WEB回答フォーム上の設問番号


